〈消費税廃止各界連〉

09年９月定例宣伝用スポット例（09年９月14日作成、自由にアレンジをお願いします）
　
ご通行中のみなさん、私たちは消費税廃止各界連です。消費税の増税に反対・減税を求める宣伝・署名活動をおこなっています。ご協力をお願いします。
８月30日投票の総選挙では、「構造改革」をかかげ、格差と貧困をかつてなく深刻にしてきた麻生首相と自民党・公明党の政権に、国民のみなさんが厳しい審判を下しました。家計は収入が減るのに税金・社会保険料の負担が年々増えて生活が苦しくなっているのをはじめ、お年寄り、若者、労働者、中小零細企業、障がい者など、どの人も先行きの見通しがたたない状況に追いやられています。

こうした国民の思いは、かつてない規模で怒りのうずとなり、「２０１１年度からの消費税増税」を公言した自公政権を退場させることとなりました。国民が初めて、選挙で政権を交代させ、歴史の新しい第一歩を踏み出したことは、私たちも喜び、歓迎するものです。新政権は、「消費税率は引き上げない」との政権合意を重んじ、消費税増税によらない社会保障制度の再構築や税財政のあり方を真剣に探求していくことを求めたいと思います。
首相に就任した民主党の鳩山代表は「４年間は、消費税は上げない」と約束しました。しかし、その後、「政治不信が払拭されたときには、国民の皆さんにもご負担をお願いすることも将来でてくることもあろうかと思う」と述べました。民主党の大塚政調副会長も４年後には増税を掲げて選挙をやると公言しています。
民主党は、財源は国の財政の無駄遣いを見直すことで生み出すと提案していますが、消費税増税を言う前に、見直さなければならない点は、ほかにも多くあるのではないでしょうか。
これまで大もうけをしてきた大企業は世界的な金融・経済危機の被害を受けたとはいえ、内部留保を２００兆円以上もためこんでいます。大企業の法人税率を消費税導入前に戻せば５兆円、証券税優遇税制をなくすことをはじめ大金持ちへの課税をただせば２兆円。合計７兆円も税収が増えます。

歳出面でも、行政のムダをなくし、不要不急の開発中心の公共事業はやめるのは当然です。５兆円規模の軍事費、アメリカ軍への思いやり予算も廃止が必要です。沖縄の米海兵隊をグアムに移転するとの名目で、６０００億円以上もアメリカに拠出する「グアム移転協定」も即刻中止すべきです。他国の領土にある、他国の軍事基地のために、税金を使おうという国は、世界中で日本だけです。このような点をあらためれば、歳出でも５兆円以上が生み出せます。

景気が回復したとしても、消費税が増税されれば国の経済に大打撃を与えます。97年４月、消費税率が３％から５％に引き上げられました。このとき「回復しつつある」と言われた景気に冷や水を浴びせ、大手証券会社をはじめとする大型倒産が相次ぐような深刻な不況が引き起こされたことを、私たちは忘れてはならないと思います。
また、「社会保障のためなら、消費税増税は仕方がないのでは」という方もおられると思います。これまでの政府や財界は、消費税の導入以来「消費税は社会保障のため」と繰り返し言ってきました。しかし、この20年間、国民が支払った消費税は２１３兆円に上りますが、大企業の法人税などは１８３兆円も減収になりました（09年度末まで）。消費税は社会保障のためでなく、大企業の減税の穴埋めに使われてきたのが実態です。

いまこそ、「消費税増税でなく減税をおこなえ」「大企業・大資産家に応分の負担を」の声を大きくするときです。外国でも、アメリカ、イギリス、ドイツなど主要な国はいま、「中低所得者に減税」「富裕層に増税」をおこない、国民生活を支援し経済を立て直すことにふみ出しています。日本でも、できないはずはありません。政治が変わろうとしている今こそ、これまで「聖域」とされてきたところに大胆にメスを入れていこうではありませんか。

私たちの署名に、ぜひご協力をお願いします。

